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資料１７ 



 

第１号意見書案 

 

オンライン本会議の本格実現を求める意見書 

 

人口減少と高齢化が急速に進行する中で、地方公共団体の経営資源がますます制約

される一方、住民ニーズや地域課題は多様化・複雑化し、地域において合意形成が困

難な課題が増大しており、地域の多様な民意を集約するとともに広い見地から個々の

住民の利害や立場の違いを包摂する地域社会のあり方を議論する議会の役割は、これ

まで以上に重要となっている。 

このような中、デジタル技術が、新型コロナウイルス感染症のまん延時等における

社会経済活動の継続のためのツールとして有用であることが広く認識され、議会がそ

の役割を発揮する上でデジタル化への対応はより一層重要である。 

議会へのオンラインによる出席に関し、委員会については、条例改正等の措置を講

じた上でオンラインにより出席することが可能となったことから、大阪府議会では、

直ちに全国に先駆けて条例を改正し、オンライン出席による委員会を開会した。委員

会へのオンラインによる出席は、感染症のまん延時等の緊急時に審議を行えることや、

育児・介護等の事情により議場に来ることが困難な者も審議に参加できるなど大きな

メリットがある。 

委員会へのオンライン出席で生じた課題等の検証を行いつつ、大阪府議会では、オ

ンラインによる本会議について、運営や設備に関する課題等の整理や、その実現に向

けた試行案の検討を精力的に進めており、国による地方自治法の改正や法解釈の変更

があれば、直ちにオンライン本会議が実施できるよう準備を進めている。 

しかしながら、本会議については、地方自治法上、議決や定足数の要件である「出

席」について、現に議場にいる必要があると国は解している。先日、総務省は、表決

及びこれと不可分一体である質疑や討論以外の、行政事務全般に対する執行部の見解

をただす「質問」は、あくまでも議場にいない「欠席議員」扱いとした上で、オンラ

インにて実施することは差し支えないとの見解を示したが、これでは、議会がその機

能を十分に発揮することはできず、多様な住民ニーズに応えることができない。 

よって、国においては、議会が果たす役割の重大性を鑑み、本会議へのオンライン

による出席が議事全般に可能となるよう、条例への委任も含め、早急に法改正や法解

釈の変更等、必要な措置を講じるよう求める。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年３月 日 

 

 

 

 

 



 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

総務大臣 

内閣官房長官 

デジタル大臣 

内閣府特命担当大臣（デジタル改革） 

 

大阪府議会議長 

 森  和臣 

 

各あて 



 

第２号意見書案 

 

アスベスト被害を抑える対策の強化を求める意見書 

 

現在、アスベストによる健康被害が生じた場合は、「労働者災害補償保険制度（労災

保険制度）」による補償や、石綿健康被害救済法や建設アスベスト救済制度による給

付金等が支給されている。しかし、アスベストによる健康被害は今も増え続けており、

健康被害を受けた方々からは、一日も早い治療法の確立が求められている。 

また今後は、アスベスト建材の使用ピークから約50年が経過し、当時建築されたビ

ルや家屋の老朽化による解体もピークとなる。 

よって、国においては、今後のアスベストによる健康被害者の治療法の一日も早い

確立と、アスベスト被害の発生防止に向け、以下の事項に全力で取り組むことを強く

求める。 

 

記 

 

１． アスベストによる健康被害者の治療や進行抑制に効果のある研究・開発を促進

し、そのための安定的な予算を確保すること。 

２． 地域の建築物におけるアスベストが含まれる建材の使用の有無の事前調査と解

体・処分までの追跡調査を強化すること。 

３． 改正大気汚染防止法施行による建物の解体などにおける飛散防止対策の実施状

況調査を強化すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年３月 日 

 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

厚生労働大臣 

国土交通大臣 

環境大臣 

内閣官房長官 

 

大阪府議会議長 

 森  和臣 

各あて 



 

第３号意見書案 

 

新型コロナウイルス感染症の後遺症の方々の日常を守る取組みの 

強化を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症の罹患者の中で、疲労感・倦怠感などの罹患後症状、い

わゆる後遺症を訴える方が増えている。実際に、倦怠感、呼吸困難感、集中力の低下、

記憶力の低下、睡眠障害など、仕事や学業の継続が困難になる方も多いといわれてい

る。 

後遺症は社会生活上、非常に影響が大きく、例えば、子どもの場合は自分から症状

を訴えることが難しいため、怠けていると捉えられてしまうおそれもある。 

感染拡大から３年が経過し、新型コロナウイルス感染症への向き合い方も変わる中

で、後遺症に悩み生活に大きな影響を受けている方々の治療等の確立は大変に重要な

課題である。 

よって、国に対して、新型コロナウイルス感染症の後遺症の方々に寄り添い、一人

一人の日常を守るために、以下の事項について積極的な取組みを求める。 

 

記 

 

１． 新型コロナウイルス感染症の後遺症の発生状況について、非常に近い症状の筋

痛性脳脊髄炎/慢性疲労症候群（ME/CFS）との関連も含めた、実態調査を推進する

こと。 

２． 一部医療機関で実施されている、Bスポット療法（EAT・上咽頭擦過療法）等の

検証を進めるとともに、療法の標準化により、後遺症に対応できる医療機関や相

談窓口を拡充すること。 

３． 自己免疫疾患との関連など、新型コロナウイルス感染症による後遺症の原因究

明と新たな治療法の確立に向けた研究予算を確保すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年３月 日 

 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

財務大臣 

厚生労働大臣 

内閣官房長官 

大阪府議会議長 

 森  和臣 

各あて 



 

第４号意見書案 

 

帯状疱疹ワクチンへの助成並びに定期接種化を求める意見書 

 

帯状疱疹は、過去に水痘に罹患した者が、加齢や過労、ストレスなどによる免疫力

の低下により、体内に潜伏する帯状疱疹ウイルスが再燃し発症するものである。 

日本人では、50歳代から発症率が高くなり、80歳までに３人に１人が発症するとい

われており、治療が長引くケースや後遺症として痛みなどの症状が残るケースもある。 

この帯状疱疹の発症予防のために、ワクチンが有効とされているが、費用が高額に

なることから接種を諦める高齢者も少なくない。 

帯状疱疹による神経の損傷によって、その後も痛みが続く「帯状疱疹後神経痛」と

呼ばれる合併症に加え、角膜炎、顔面神経麻痺、難聴などを引き起こし、目や耳に障

害が残ることもあるともいわれている。 

よって、国に対して、一定の年齢以上の国民に対するワクチンの有効性等を早急に

確認し、帯状疱疹ワクチンの助成制度の創設や予防接種法に基づく定期接種化を強く

求める。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年３月 日 

 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

財務大臣 

厚生労働大臣 

内閣官房長官 

 

大阪府議会議長 

 森  和臣 

各あて 



 

第５号意見書案 

 

知的障がい者・知的障がい行政の国の対応拡充を求める意見書 

 

身体障がい者は「身体障害者福祉法」で定義され、精神障がい者は「精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律」で定義されている。ところが、知的障がい者に関して

は、「知的障害者福祉法」で知的障がい者に対する福祉サービスは規定されているも

のの、知的障がい、あるいは知的障がい者の定義は規定されていない。 

また、身体障がい者、精神障がい者、知的障がい者の手帳制度について、身体障が

い者と精神障がい者の手帳は、法律に基づき交付・運営されているが、知的障がい者

の療育手帳の制度は、厚生事務次官通知に基づき各都道府県知事等の判断により実施

要項を定め、交付・運営されている。 

知的障がいについては自治体により障がいの程度区分に差があり、また各判定機関

におけるボーダーラインにも差が生じている。自閉症の方への手帳交付は、都道府県

によって対応が異なっている。 

実際に、「精神障害者保健福祉手帳」を交付するところ、「療育手帳」を交付すると

ころ、その両方を交付するところ等、様々な自治体がある。 

よって、国に対して、国際的な知的障がいの定義や、自治体の負担等も踏まえた判

定方法や基準の在り方の検討を踏まえ、知的障がい行政・手帳制度を、国の法律によ

る全国共通の施策として展開することを強く求める。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年３月 日 

 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

厚生労働大臣 

内閣官房長官 

 

大阪府議会議長 

 森  和臣 

各あて 



 

第６号意見書案 

 

地域のグリーントランスフォーメーション（ＧＸ）の促進を求める意見書 

 

気候変動により、世界中で大規模な自然災害が発生するなど、気候変動への対応は

今や人類共通の課題となっている。世界的に脱炭素への機運が高まる中、我が国にお

いても2030（令和12）年度の温室効果ガス46％削減、2050（令和32）年のカーボンニ

ュートラル実現という目標を掲げている。 

今こそ、需要サイドにおける徹底した省エネや循環経済の構築と共に、供給サイド

における再生可能エネルギー等の普及拡大による、地域のグリーントランスフォーメ

ーション（ＧＸ）が必要である。 

よって、国においては、飛躍的な省エネと革新的な創エネによる地域のＧＸで、新

しい経済成長を実現するために、以下の事項について総力をあげて取り組むことを強

く要請する。 

 

記 

 

１． 各家庭の省エネ促進に向けて、関係省庁で連携して、省エネ効果の高い断熱窓

への改修など住宅の省エネ化や、太陽光発電と蓄電池を組み合せた電力の自給自

足への支援を強化すること。 

２． 天候に左右されて出力変動が起きてしまう再生可能エネルギーの特性を補うた

め、蓄電池の大容量化・低コスト化とともに、余剰電気を水素で蓄えること等を

可能とするための研究開発を加速すること。 

３． 家庭向けのヒートポンプ給湯器や家庭用燃料電池など、また産業向けの産業用

ヒートポンプやコージェネレーションなど、熱需要の脱炭素化・熱の有効利用に

向けた設備等の導入を促進すること。 

４． 2030年代後半に想定される太陽光パネルの大量廃棄に備えて、廃棄や再生の施

設整備への投資の促進や、太陽光発電施設の維持管理や更新など、再エネによる

電力供給量を確保するための制度的措置を検討すること。 

５． 「系統整備」には莫大な資金が必要となるため、資金調達等が可能となる環境

整備をすること。さらに、期間短縮や経済合理性や、より効率的な送電システム

の整備への技術開発を強化すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年３月 日 

 

 

 

 



 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

財務大臣 

経済産業大臣 

国土交通大臣 

環境大臣 

内閣官房長官 

大阪府議会議長 

 森  和臣 

各あて 



 

第７号意見書案 

 

認知症の人も家族も安心な社会の構築を求める意見書 

 

日本における認知症の人の数は推計値で約600万人を超え、高齢化率の上昇に伴い、

今後も増加が見込まれており、将来を見据えての備えの拡充が求められている。 

今日、認知症の方への介護や医療の分野においては、認知症に対する知識、経験の

蓄積や、認知症を進行させる要因の解明など、大きな進展が見られる。 

また、地域や家庭においては、家族をはじめ周囲の人々の正しい知識と理解のもと、

認知症の人の尊厳と日常を守る、認知症との共生型社会への転換が求められている。 

よって、国に対して、認知症の人も家族も安心して暮らせる地域の構築のために、

また認知症の人や家族の困難を最小限に抑えるために、以下の事項について特段の取

組みを求める。 

 

記 

 

１． 認知症の人に初期の段階から、家族や周囲の人々が、適切に対応するため

の、認知症サポーター等の育成促進や、身近な薬局や介護施設等への相談窓口

の開設を支援すること。 

２． 認知症の重症化抑制や認知機能の維持のための、当事者や家族との連携を重

視しながらの、薬や対処法等の研究開発体制を強化すること。 

３． 認知症グループホームへの低所得者や圏域外の人々も含めた入所の仕組みづ

くりなど、認知症の人と家族に寄り添う制度を整備すること。 

４． 認知症のリスク低減につながる、生活習慣や栄養補給など、国民の日常をサ

ポートする、知識や情報を提供する体制を整備すること。 

５． 認知症に対する施策を、国と地域が一体となって、総合的かつ総体的に推進

するための、「（仮称）認知症基本法」を整備すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年３月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

厚生労働大臣 

内閣官房長官 

共生社会担当大臣 

全世代型社会保障改革担当大臣 

 

大阪府議会議長 

 森  和臣 

各あて 



 

第８号意見書案 

 

「特定商取引法平成28年改正における５年後見直し規定に基づく 

同法の抜本的改正」を求める意見書 

 

特定商取引法（以下「特商法」という。）の2016（平成28）年改正の際、附則におい

ていわゆる５年後見直しが定められた。2022（令和４）年12月に同改正法の施行から

５年の経過を迎える。 

令和４年版消費者白書によると、消費生活相談は85.2万件でここ15年ほど高止まり

が続いており、特商法の対象分野の相談は全体の54.7％にのぼる。そして、訪問販売

及び電話勧誘販売の相談については、65歳以上の高齢者の相談の割合は65歳未満の割

合の２倍を超え、高齢者が被害に遭いやすい。さらに、認知症等高齢者においては、

訪問販売・電話勧誘販売の相談が48.6％を占めている（令和４年版消費者白書）。超高

齢社会が進む中、高齢者が悪質商法のターゲットにされないよう早急な対応が必要で

ある。また、令和４年版消費者白書によると、インターネット通販に関する相談が世

代全体の27.4％と最多となり、トラブルが増加しているが、事業者や勧誘者を特定で

きない事例も多い。マルチ取引は、20歳代において高い比率を占めていて、2022（令

和４）年４月の成年年齢の引下げにより、18歳から19歳を狙ったマルチ被害の増加が

予想される。これらの消費者被害に対処するため、国に対して、以下の事項について

特定商取引法の改正を行うよう求める。 

 

記 

 

１． 訪問販売や電話勧誘販売について、消費者があらかじめ拒絶の意思を表明した

場合には勧誘してはならない制度とすること及び事業者の登録制を導入するこ

と。 

２． ＳＮＳ等のインターネットを通じた通信販売の勧誘等につき、行政規制、クー

リング・オフ等を認めること、及び権利を侵害された者はＳＮＳ事業者等に対し、

相手方事業者等を特定する情報の開示を請求できる制度を導入すること。 

３． 連鎖販売取引について、国による登録・確認等の開業規制を導入すること及び

規制を強化すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年３月 日 

 

 

 

 

 



 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

経済産業大臣 

内閣官房長官 

内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全） 

 

大阪府議会議長 

 森  和臣 

各あて 



 

第９号意見書案 

 

鉄道営業法に安全阻害行為等の禁止等の条文整備を求める意見書 

 

2022（令和４）年12月20日国土交通省が発表した「令和３年度における鉄道係員に

対する暴力行為の発生件数」は全国で435件となっている。発生件数は７年連続で減

少したものの鉄道係員に対する暴力行為や暴力に至らない理不尽ないいがかり、言葉

の圧力などのいわゆるカスタマーハラスメントが多発しており、また、列車内におけ

る痴漢行為などの迷惑行為についても依然として後を絶たない状況である。 

こうした迷惑行為等については、鉄道の安全確保や利用者への良質な鉄道輸送サー

ビスの提供に重大な影響を及ぼすだけでなく、利用者とって安心・安全であるはずの

鉄道への信頼感を脅かす極めて悪質な行為であり、鉄道係員がこうした行為を発見し

た場合には当然見逃すことはできず積極的に対処することが求められる。 

現在、鉄道各社では、こうした状況に対処するため「迷惑行為に関する連絡会議」

を立ち上げるとともに、大阪府警と連携し、警察の巡回強化や啓発ポスターの掲示、

防犯カメラの設置など、カスタマーハラスメントや暴力行為、痴漢などの迷惑行為等

の撲滅に向けて積極的に取り組んでいるところである。 

しかしながら、現在の鉄道営業法（明治三十三年法律第六十五号。以下「鉄道営業

法」という。）では、こうした迷惑行為等について、航空法（昭和二十七年法律第二百

三十一号）に規定する「安全阻害行為等の禁止等」のような規定がなく、鉄道係員が

迷惑行為等を発見しても、迷惑行為等を抑止するための権限が与えられていないため

積極的に対処することが困難な状況となっている。また、鉄道係員の業務上、いわれ

のない暴力行為等によって、生命を脅かされ被害者となるケースもあり、鉄道係員が

自らの生命を守るための対策が求められている。 

よって、国に対して、列車内及びこうした事象に対応するため、以下の事項につい

て法改正及び必要な措置を講ずるよう求める。 

 

記 

 

１． 列車内および列車運行に係る施設におけるカスタマーハラスメントを含む迷惑

行為については鉄道営業法を改正し「安全阻害行為等の禁止等」として規定する

こと。 

２． 鉄道係員に対する上記行為を抑止する権限を付与していただくこと。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年３月 日 

 

 

 



 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

国土交通大臣 

内閣官房長官 

 

大阪府議会議長 

 森  和臣 

各あて 


